
（単位：千円）

黒字比率 10.62 ％

歳入総額 歳入歳出差引額 翌年度に繰り 実質収支額
アーイ 越すべき財源 ウーエ

ア ウ エ オ
一般会計 32,693,489 2,397,143 319,268 2,077,875

合計 2,077,875 ①

黒字比率 20.76 ％
一般会計等以外の特別会計のうち公営企業以外の特別会計

歳入総額 歳入歳出差引額 翌年度に繰り 実質収支額
アーイ 越すべき財源 ウーエ

ア ウ エ オ
7,678,543 255,942 0 255,942
3,896,140 195,849 0 195,849

511,635 7,211 0 7,211
合計 459,002 ②

公営企業会計（法非適用）
歳入総額 算入される 翌年度に繰り アーイーウ 資金不足・剰余額 事業の規模 資金不足比率

地方債の額 越すべき財源 ーエ オ＋カ キ／ク
ア ウ エ オ キ ク ケ

下水道事業特別会計 1,433,251 0 0 88,439 88,439 1,099,911 ―
88,439 ③

公営企業会計（法適用）
流動資産 算入される アーイーウ 解消可能 事業の規模 資金不足比率

地方債の額 資金不足額 カ／キ
ア ウ エ オ キ ク

水道事業会計 1,514,708 0 1,435,616 0 421,261 ―
合計 ④

1,344,812

1,435,616
1,435,616

介護保険特別会計

合計

3,700,291

エ＋オ
カ

79,092

会　　計　　名
イ

会　　計　　名

資金不足額
カ
0

歳出総額

会　　計　　名

504,424後期高齢者医療特別会計

7,422,601

解消可能

4,060,932
連結実質黒字のため連結実質赤字比率なし

標準財政規模

イ
国民健康保険特別会計

連結実質赤字額①+②+③+④
標準財政規模

連結実質赤字額 ＝

歳出総額

＝
一般会計等の実質赤字額①

19,559,285
2,077,875

歳出総額

イ
30,296,346

＝

流動負債 資金不足・剰余額

会　　計　　名
イ

19,559,285
＝

実質黒字のため実質赤字比率なし

一般会計等の実質赤字額

実質赤字比率



平成２３年度 平成２４年度
ア 3,035,971 2,945,602
イ 0 0

3,035,971 2,945,602 ①
ウ 247,546 223,041
エ 699,055 651,693
オ 1,016,536 1,018,222

1,963,137 1,892,956 ②
カ 1,042,863 982,385 ③
キ 1,750,913 1,753,265
ク 519,224 489,318

2,270,137 2,242,583 ④
ケ 15,877,171 16,345,047
コ 2,489,468 2,526,101
サ 909,714 688,137

19,276,353 19,559,285 ⑤

1,959,526
963,839

15,349,207

539,246

1,966,060
1,963,971
19,279,238

19,559,285　-　2,242,583

普通交付税額

1,734,666

3,060,214
0

臨時財政対策債発行可能額

701,664

うち繰上償還に係るもの
3,060,214
249,123

1,008,739

2,273,912

※小数点以下１位未満切捨て
9.9%

19,279,238　-　2,273,912

19,276,353　-　2,270,137
（３カ年平均）

標準財政規模⑤－元利償還金・準元利償還金に係る普通交付税算入額④
実質公債費比率 ＝

（地方債の元利償還金①+準元利償還金②）-（特定財源③+元利償還金・準元利償還金に係る普通交付税算入額④）

平成２２年度
（3,060,214+1,959,526）　-　（963,839+2,273,912）

＝ 0.1047901

実質公債費比率(％）

平成２３年度
（3,035,971+1,963,137）　-　（1,042,863+2,270,137）

＝ 0.0991466

平成２４年度
（2,945,602+1,892,956）　-　（982,385+2,242,583）

＝ 0.0931811

平成２２年度

①地方債の元利償還金
地方債の元利償還金

ア―イ

②準元利償還金

公営企業の事業債償還に充てたと認められる繰入金

ウ+エ+オ

一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる負担金

公債費に準ずる債務負担行為に係るもの

③特定財源 都市計画税充当可能額

④普通交付税算入額
キ+ク

⑤標準財政規模

標準税収入額

ケ+コ+サ

地方債の元利償還金に係るもの
準元利償還金に係るもの



ア
イ
ウ
エ
オ
カ
キ
ク
ケ
コ

①
②
③
④

ケ
コ
サ

⑤
⑥2,242,583

7,358,894
18,909,928

19,559,285

退職手当支給予定額のうち一般会計等の負担見込額

第三セクター等に対する損失補償債務等に係る負担見込額

10,634,423

0地方道路公社の負債額
土地開発公社の負債額

688,137

16,345,047

③特定財源見込額
④普通交付税算入見込額

0
0

43,210,304

臨時財政対策債発行可能額
普通交付税額 2,526,101

22,982,467

3,140,904
2,849,756

1,941
連結実質赤字額

19,559,285　-　2,242,583

標準財政規模⑤－元利償還金・準元利償還金に係る普通交付税算入額⑥

組合等連結実質赤字額相当額のうち一般会計等の負担見込額

一部事務組合等の地方債の元金償還に充てる負担金等見込額

債務負担行為に基づく支出予定額 12,108,511
公営企業の事業債元金償還に充てる一般会計等からの繰入見込額 2,126,725

0

ア+イ+ウ+エ+オ+カ+キ+ク+ケ+コ

将来負担比率 ＝
将来負担額①　-　（充当可能基金額②+特定財源見込額③+地方債現在高等に係る普通交付税算入見込額④）

将来負担率
43,210,304　-　（10,634,423+7,358,894+18,909,928）

×100 36.4%

②充当可能基金額

⑤標準財政規模

標準税収入額

ケ+コ+サ
⑥普通交付税算入額

※小数点以下1位未満切捨て

平成２４年度

①将来負担額

一般会計等の年度末地方債現在高


	健全化判断比率

